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科学技術関係予算 第３期・第４期比較

第３期 第４期 増減

科学技術関係予算（当初） 178,093 180,655 2,562

一般会計 151,027 149,696 ▲ 1,331

科学技術振興費 67,512 65,724 ▲ 1,788

教育振興助成費 59,676 63,657 3,981

その他 23,839 20,314 ▲ 3,525

特別会計 27,067 30,959 3,892

補正ほか 17,974 23,892 5,918

地方公共団体 21,092 18,143 ▲ 2,949

合計 217,159 222,690 5,531

（単位：億円）

（※） 平成23年度予算以降は、教育振興助成費に人文・社会科学分を含めて計上。

■ 第３期基本計画期間及び第４期基本計画期間において、科学技術関係予算（当初）の合計額を比較
すると2,562億円の増加。一方、科学技術振興費については1,788億円の減少。

※

計画期間
科学技術
振興費

対前期比較

第１期 44,801 -

第２期 61,207 16,406

第３期 67,512 6,305

第４期 65,724 ▲1,788

（単位：億円）

●科学技術関係予算等の第３期・第４期比較 ●科学技術振興費（当初）の計画期間別推移
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４～５月 ６～７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １～３月

科学技術関係予算の編成プロセス（これまでの変遷）
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※22事業年度までは「独立行政法人、国立大学法
人等の科学技術関係活動の把握・所見」を実施
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優先度判定等の対象範囲①

予算
年度

対象 対象範囲

見解等
新規課題 継続課題 留意事項

件数
（件）

金額
（億円）

カバー率
※４

15
年度

全て 原則20億円以上

以下の施策を除く
・国立研究所等の人件費
・独立行政法人運営費交付金等
・特許特別会計等における制度運営費
・治安・防衛費等の研究開発等の経費
・1億円以下の調査研究の経費等

SABC 312 14,497 38％

16
年度

全て 10億円以上

以下の施策を除く
・人件費、調査費、制度運営のための管理費
・国庫債務負担行為の歳出化経費

※独法等の運営費交付金による事業は独法等見解
において対応

SABC 198 10,418 26％
独法等見解※５

23法人、
146件

17
年度

1億円以上 10億円以上

以下の施策を除く
・人件費、調査費、制度運営のための管理費
・国庫債務負担行為の歳出化経費

※独法等の運営費交付金による事業は独法等見解
において対応

SABC 275 13,692 34％
独法等見解

139法人、
322件

18
年度

1億円以上 10億円以上

以下の施策を除く
・人件費、調査費、制度運営のための管理費
・国庫債務負担行為の歳出化経費

※独法等の運営費交付金による事業は独法等見解
において対応

SABC 193 9,072 24％
独法等見解

30法人、
179件

19
年度

1億円以上
（重点課題は全て）

10億円以上
（戦略重点科学技術は5億円以上）

以下の施策を除く
・人件費、調査費、制度運営のための管理費
・国庫債務負担行為の歳出化経費

SABC 379
（うち新規139）

9,650 25％
詳細な見解※６

3件

20
年度

1億円以上
（先駆的取組※１は全て）

10億円以上
（先駆的取組は5億円以上）

以下の施策を除く
・防衛関係及び情報収集衛星関係

SABC 92 ※３

加速等 174
8,026 20％

詳細な見解
27件

21
年度

1億円以上
（最重要政策課題※２、戦
略重点科学技術は全て）

10億円以上
（最重要政策課題、戦略重点科学技
術は5億円以上）

以下の施策を除く
・社会還元加速
・防衛関係及び情報収集衛星関係

SABC 85
加速等 200

7,636 19％
詳細な見解

25件

22
年度

1億円以上
（最重要政策課題、戦略重
点科学技術は全て）

10億円以上
（最重要政策課題、戦略重点科学技
術は5億円以上）

以下の施策を除く
・社会還元加速
・防衛関係及び情報収集衛星関係

SABC 69
加速等 178

5,644 15％
詳細な見解

26件

23
年度

１億円以上
（重点化対象課題は全て）

5億円以上
（アクション・プラン対象施策は全て）

SABC 65
加速等 253

6,632 18％
詳細な見解

19件

※１ イノベーション創出を力強く推進するための３つの先駆的取組（次世代を担う人材への投資、社会還元加速プロジェクト、環境・エネルギー等日本の科学技術力を活かした科学技術外交）該当施策
※２ 革新的技術、環境エネルギー技術、科学技術外交、科学技術による地域活性化、及び社会還元加速プロジェクト（平成21年度予算要求）
※３ 平成20年度予算要求以降、優先度判定（SABC）は新規施策のみ ※４ 当該年度の科学技術関係予算概算要求額に対する優先度判定等対象施策の合計金額の割合
※５ 独立行政法人等の科学技術関係業務のうち、優先度判定対象の主要なものについて、業務優先度や関連施策との重複・連携等について検討してまとめたもの
※６ 予算額が極めて大きい大学関係の基盤的施策（科研費等）や国家基幹技術について、内容をより詳細にチェックし、改善事項・留意事項等についてきめ細かに見解を付けたもの 3



優先度判定等の対象範囲②

予算
年度

重点化対象

対象範囲

件数
（件）

金額
（億円）

カバー率
※

24
年度

１５９ ４，５０９ １１％

●アクションプラン対象施策
• 復興・再生並びに災害からの安全性向上
• グリーンイノベーション
• ライフイノベーション
• 基礎研究の振興及び人材育成の強化

１５０ ３，９９７

●重点施策パッケージ ９ ５１２

25
年度

１３２ ３，２４８ ８％

●アクションプラン対象施策
• 復興・再生並びに災害からの安全性の向上
• グリーンイノベーション
• ライフイノベーション

１２３ ２，８７０

●重点施策パッケージ ９ ３７８

26
年度

１３３ ４，０６５ １０％

●アクションプラン対象施策
• クリーンで経済的なエネルギーシステムの実現
• 国際社会の先駆けとなる健康長寿社会の実現
• 世界に先駆けた次世代インフラの整備
• 地域資源を‘強み’とした地域の再生
• 東日本大震災からの早期の復興再生

９８ ３，３５１

●イノベーション環境創出重点施策 ３５ ７１４

27
年度

１９０ ３，６４１ ９％

●アクションプラン対象施策
• クリーンで経済的なエネルギーシステムの実現
• 国際社会の先駆けとなる健康長寿社会の実現
• 世界に先駆けた次世代インフラの構築
• 地域資源を活用した新産業の育成
• 東日本大震災からの早期の復興再生

１５３ ２，９６７

●イノベーション環境創出パッケージ化対象施策 ３７ ６７４

※ 当該年度の科学技術関係予算概算要求額に対する重点化対象施策の合計金額の割合
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科学技術関係予算の重点化（これまでの変遷）

第３期科学技術基本計画 （H18年度～H22年度）

• ①ライフサイエンス、②情報通信、③環境、④ナノテク・材料を「重点推進４分野」として優先的に資源配分を行う。

• 上記４分野以外にも、⑤エネルギー、⑥ものづくり技術、⑦社会基盤、⑧フロンティアを「推進４分野」として適切に資源配分
を行う。

• ただし、重点推進４分野に該当する研究開発であっても十分な精査なくして資源の重点配分を行うべきでなく、また、推進４
分野の研究開発であっても精査がないままに資源の戦略的配分の対象から除外すべきでないことから、各分野内において
基本計画期間中に重点投資する「戦略重点科学技術」を選定し、分野別推進戦略に位置づけ。

第２期科学技術基本計画 （H13年度～H17年度）

• ①ライフサイエンス、②情報通信、③環境、④ナノテク・材料の４分野に対して、特に重点を置き、優先的に資源配分を行う。

• ⑤エネルギー、⑥ものづくり技術、⑦社会基盤、⑧フロンティアの４分野においても、国の存立にとって基盤的であり、国とし
て取り組むことが不可欠な領域を重視して研究開発を推進。

第４期科学技術基本計画 （H23年度～H27年度）

• これまでの重点推進４分野及び推進４分野に基づく研究開発の重点化から、重要課題の達成に向けた施策の重点化へ、
方針を大きく転換。

• 震災からの復興再生、環境・エネルギー、医療・介護・健康等、国として取り組むべき重要課題を設定。

• 関係府省の連携、協力の下、重要課題に関する施策を総合的に推進する「科学技術重要施策アクションプラン」の取組を
拡充。アクションプランの策定においては、戦略協議会における具体的な戦略の検討の成果を十分に活用する。
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科学技術関係予算の重点化（第２期科学技術基本計画）

第２期科学技術基本計画

• ①ライフサイエンス、②情報通信、③環境、④ナノテク・材料の４分野に対して、特に重点を置き、優先的に資源配分を行う。
• ⑤エネルギー、⑥ものづくり技術、⑦社会基盤、⑧フロンティアの４分野においても、国の存立にとって基盤的であり、国として取り組

むことが不可欠な領域を重視して研究開発を推進する。

（取組状況）

• 上記８分野の重点分野を設定し、各年度予算の分野別シェアをフォロー。
• 重点４分野全体のシェアは、H13年度予算36.0％ ⇒ H16年度予算39.4％へと増加。

（H13年度予算 ⇒ H16年度予算の増減比較において、重点４分野全体は14.1％増、その他分野全体は1.0％減）
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科学技術関係予算の重点化（第３期科学技術基本計画）

第３期科学技術基本計画

• ①ライフサイエンス、②情報通信、③環境、④ナノテク・材料を「重点推進４分野」として優先的に資源配分。
• 上記４分野以外にも、⑤エネルギー、⑥ものづくり技術、⑦社会基盤、⑧フロンティアを「推進４分野」として適切に資源配分。
• 各分野内において基本計画期間中に重点投資する「戦略重点科学技術」を選定し、分野別推進戦略に位置づけ。

（取組状況）

• 「戦略重点科学技術」として62課題を選定。
• 政策課題対応型研究開発予算のうち戦略重点科学技術への予算重点化状況をみると、H18年度16％ ⇒ H22年度26％となってお

り、重点化が進展。
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（参考） 優先度判定結果の活用等

8

１．科学技術振興の推進とメリハリ付け

我が国の発展の基盤となる科学技術の振興を図る観点から、厳しい財政事情の下、科学技術振興費については、科学技術
政策担当大臣及び総合科学技術会議有識者議員による「優先順位付け（ＳＡＢＣ）」も踏まえてメリハリ付けを行いつつ、対前
年度＋1.1％増を計上することとしている。

（１）科学技術振興費 １兆3,462億円 ＜⑱１兆3,312億円：＋150億円、＋1.1％＞

（２）ＳＡＢＣによるメリハリ付け（18年度予算からの伸率）

Ｓ：＋129％ Ａ：＋10％ Ｂ：▲24％ Ｃ：▲46％

平成19年度文教及び科学技術予算のポイント （平成18年12月 財務省）から抜粋

５．一層のメリハリ付けと効率化への取組み

（１）総合科学技術会議による優先度判定等を適切に反映しメリハリ付け

平成20年度文教及び科学技術予算のポイント （平成19年12月 財務省）から抜粋

金額シェア－ Ｓ判定 Ａ判定 Ｂ判定 Ｃ判定 合計

要 求 10％ 43％ 42％ 5％ 100％

政府案 19％ 53％ 28％ 0％ 100％



科学技術関係予算の重点化（第４期科学技術基本計画）①

第４期科学技術基本計画

• これまでの重点推進４分野及び推進４分野に基づく研究開発の重点化から、重要課題の達成に向けた施策の重点化へ、方針を大き
く転換。

• 震災からの復興再生、環境・エネルギー、医療・介護・健康等、国として取り組むべき重要課題を設定。
• 関係府省の連携、協力の下、重要課題に関する施策を総合的に推進する「科学技術重要施策アクションプラン」の取組を拡充。アク

ションプランの策定においては、戦略協議会における具体的な戦略の検討の成果を十分に活用する。

（取組状況）

• 各年度、概算要求前に策定する「資源配分の方針」において、アクションプラン等への重点化を提示。

平成２３年度予算要求
• 最重点化課題として、 ①グリーン・イノベーション、②ライフ・イノベーションを対象に「科学・技術重要施策アクション・プラン」（ＡＰ）を策

定。

平成２４年度予算要求
• 最重点化対象として、①復興・再生並びに災害からの安全性向上、②グリーンイノベーション、③ライフイノベーション、④基礎研究の

振興及び人材育成の強化を対象に「科学技術重要施策アクションプラン」（ＡＰ）を策定。

平成２５年度予算要求
• 重要課題の達成に向け、①復興・再生並びに災害からの安全性の向上、②グリーン・イノベーション、③ライフ・イノベーションを対象に

「科学技術重要施策アクションプラン」（ＡＰ）を策定。
• 多様な重要課題の達成に向け、各府省から提案された施策パッケージをもとに、特定した対象施策に資源配分を重点化。
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科学技術関係予算の重点化（第４期科学技術基本計画）②

第４期科学技術基本計画

• これまでの重点推進４分野及び推進４分野に基づく研究開発の重点化から、重要課題の達成に向けた施策の重点化へ、方針を大き
く転換。

• 震災からの復興再生、環境・エネルギー、医療・介護・健康等、国として取り組むべき重要課題を設定。

• 関係府省の連携、協力の下、重要課題に関する施策を総合的に推進する「科学技術重要施策アクションプラン」の取組を拡充。アク
ションプランの策定においては、戦略協議会における具体的な戦略の検討の成果を十分に活用する。

（取組状況）

• 各年度、概算要求前に策定する「資源配分の方針」において、アクションプラン等への重点化を提示。

平成２６年度予算要求
• ５つの政策課題（①クリーンで経済的なエネルギーシステムの実現、②国際社会の先駆けとなる健康長寿社会の実現、③世界に先駆

けた次世代インフラの整備、④地域資源を‘強み’とした地域の再生、⑤東日本大震災からの早期の復興再生）を重点対象として設
定。

• 科学技術イノベーションの環境創出のための９つの重点的取組（イノベーションハブ強化、競争的資金の再構築等）について、とりまと
めた「重点施策」に予算を重点化。

• 課題解決型の取組を強化し、当該年度の対象施策に係る予算の科学技術関係予算全体に占める比率が、前年度に比べて格段に高
くなることを目指す。

平成２７年度予算要求
• ５つの政策課題（ ①クリーンで経済的なエネルギーシステムの実現、②国際社会の先駆けとなる健康長寿社会の実現、③世界に先

駆けた次世代インフラの構築、④地域資源を活用した新産業の育成、⑤東日本大震災からの早期の復興再生）を重点対象として設
定。

• 次の考えのもと、アクションプラン対象施策を特定し、予算を重点化。
 先導する体制構築のため、先導にあたり中心的役割に位置づけられるＳＩＰと、これを補完し相乗効果をもたらす各府省関連施策を一体に推進。
 これに加え、「新たな先導役」を誘導するものとして各府省関連施策を大括り化し、重複排除、府省間の役割分担を明確化。
 これら先導施策群には、総合戦略２０１４の第２章で新たに追加された分野横断技術（①ＩＣＴ、②ナノテクノロジー、③環境技術）を埋め込む。

• 科学技術イノベーションの環境創出のための９つの重点的取組について、施策の目的や期待する効果を同じくする施策群をパッケー
ジ化し、予算を重点化。

10



科学技術関係予算の重点化（第４期科学技術基本計画）③
ー 平成２３年度予算要求 ー

資源配分方針

• 最重点化課題として、 ①グリーン・イノベーション、②ライフ・イノベーションを対象に「科学・技術重要施策アクション・プラン」（ＡＰ）を策
定。 ２大イノベーションの個別施策のうち、ＡＰ以外の施策については、具体的成果目標と明確な期限を設定するものに限り推進。

• 重点的に推進すべき課題として、基礎研究の抜本的強化、人財強化、課題解決型研究開発の推進、イノベーション創出促進を提示。

（取組状況）

• アクションプランとして73施策（1,117億円）を特定（内訳は下表）。
• 優先度判定において、アクションプラン構成施策の評価が顕著に高い（科学・技術関係予算要求内容の質の向上）。

S
464 億

円

53%

A
269 億円

31%

B
106 億円

12%

C
29 億円

3%

S
240 
億円

72%

A
66 億円

20%

C
29 億円

9%

優先

1,957 億円

34%着実

3,697 億円

64%

減速

110 億円

2%

優先

628 
億円

80%

着実

153 億円

20%

Ｈ２３年度概算要求 新規（億円） 継続（億円）

施策数
要求・要望額

（億円）
Ｓ Ａ Ｂ Ｃ 優先 着実 減速

ＡＰ合計 ７３ １，１１７ ２４０ ６６ ０ ２９ ６２８ １５３ ０

グリーン・イノベーション ５５ ８６５ ２１０ １ ０ ０ ５１８ １３６ ０

ライフ・イノベーション １８ ２５２ ３０ ６５ ０ ２９ １１０ １７ ０

グリーン・イノベーション（ＡＰ以外） ６７ １，０３４ １９ １３６ ３５ ０ ２０２ ６４３ ０

ライフ・イノベーション（ＡＰ以外） ４２ １，０２６ １８ ４ ４０ ０ １６２ ６９１ １１０

その他 評価対象施策 １３６ ３，４５６ １８７ ６３ ３１ ０ ９６５ ２，２１０ ０

合計 ３１８ ６，６３２ ４６４ ２６９ １０６ ２９ １，９５７ ３，６９７ １１０

●アクションプラン対象施策と優先度判定結果（金額ベース）

●新規施策：
８６８億円

うちＡＰ：
３３５億円

●継続施策：
５，７６４億円

うちＡＰ：
７８１億円
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科学技術関係予算の重点化（第４期科学技術基本計画）④
ー 平成２４年度予算要求 ー

資源配分方針

• 最重点化対象として、①復興・再生並びに災害からの安全性向上、②グリーンイノベーション、③ライフイノベーション、④基礎研究の
振興及び人材育成の強化を対象に「科学技術重要施策アクションプラン」（ＡＰ）を策定。

（取組状況）

• ＡＰとして150施策（3,997億円）を特定（内訳は下表）。
• 上記ＡＰの他、課題達成に向けた施策パッケージとして、概算要求後に提案されたものから、９施策パッケージ（512億円）を特定（産業

競争力の強化、安全・豊かで質の高い国民生活、基礎研究及び人材）。

Ｈ２４年度概算要求 Ｈ２４年度当初予算 （参考）措置率

施策数
要求・要望額
（億円）（①）

施策数
予算額

（億円）（②）
ＡＰ対象施策

（②／①）
全体平均※

計 １５０ ３，９９７ １４７ ２，３５９ ５９％ ８７％

復興・再生並びに災害からの
安全性向上

４０ ８２８ ３８ ４７８ ５８％

グリーンイノベーション ７８ ２，４７７ ７７ １，３２８ ５４％

ライフイノベーション ２９ ５０１ ２９ ３８９ ７８％

基礎研究の振興及び
人材育成の強化

３ １９１ ３ １６４ ８６％

９ ５１２ ８ ３５１ ６９％ ８７％

●アクションプラン対象施策の概算要求額及び予算額

●重点施策パッケージの概算要求額及び予算額

※ 科学技術関係予算のうち、大学等に係る予算（運営費交付金等）を除いて試算。
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科学技術関係予算の重点化（第４期科学技術基本計画）⑤
ー 平成２５年度予算要求 ー

資源配分方針

• 重要課題の達成に向け、①復興・再生並びに災害からの安全性の向上、②グリーン・イノベーション、③ライフ・イノベーションを対象に
「科学技術重要施策アクションプラン」（ＡＰ）を策定。

• 多様な重要課題の達成に向け、各府省から提案された施策パッケージをもとに、特定した対象施策に資源配分を重点化。

（取組状況）

• ＡＰとして123施策（2,870億円）を特定（内訳は下表）。
• 上記ＡＰの他、課題達成に向けた施策パッケージとして、概算要求後に提案されたものから９施策パッケージ（378億円）を特定（産業

競争力の強化、安全・豊かで質の高い国民生活、女性の活躍支援）。

Ｈ２５年度概算要求 Ｈ２５年度当初予算 （参考）措置率

施策数
要求・要望額
（億円）（①）

施策数
予算額

（億円）（②）
ＡＰ対象施策

（②／①）
全体平均※

計 １２３ ２，８７０ １２３ ２，１７０ ７６％ ８８％

復興・再生並びに災害からの
安全性の向上

３６ ５９０ ３６ ４５０ ７６％

グリーンイノベーション ５７ １，５８０ ５７ １，２０３ ７６％

ライフイノベーション ３０ ７００ ３０ ５１７ ７４％

９ ３７８ ９ ２８５ ７５％ ８８％

●アクションプラン対象施策の概算要求額及び予算額

●重点施策パッケージの概算要求額及び予算額

※ 科学技術関係予算のうち、大学等に係る予算（運営費交付金等）を除いて試算。
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科学技術関係予算の重点化（第４期科学技術基本計画）⑥
ー 平成２６年度予算要求 ー

資源配分方針

• ５つの政策課題（①クリーンで経済的なエネルギーシステムの実現、②国際社会の先駆けとなる健康長寿社会の実現、③世界に先駆
けた次世代インフラの整備、④地域資源を‘強み’とした地域の再生、⑤東日本大震災からの早期の復興再生）を重点対象として設定。

• 科学技術イノベーションの環境創出のための９つの重点的取組（イノベーションハブ強化、競争的資金の再構築等）について、とりまと
めた「重点施策」に予算を重点化。

• 課題解決型の取組を強化し、当該年度の対象施策に係る予算の科学技術関係予算全体に占める比率が、前年度に比べて格段に高
くなることを目指す。

（取組状況）

• ＡＰとして98施策（3,351億円）を特定（内訳は下表）。
• 上記ＡＰの他、科学技術イノベーションに適した環境の創出に重要と考えられる取組（35施策、714億円）を「重点施策」として特定。
• ＡＰ対象施策予算の科学技術関係予算全体に占める比率は、H25年度予算6.0％ ⇒ H26年度予算7.1％へと増加。

Ｈ２６年度概算要求 Ｈ２６年度当初予算 （参考）措置率

施策数
要求・要望額
（億円）（①）

施策数
予算額

（億円）（②）
ＡＰ対象施策

（②／①）
全体平均※

計 ９８ ３，３５１ ９８ ２，５８６ ７７％ ８５％

クリーンで経済的なエネルギーシステムの実現 ３５ １，２８４ ３５ １，１４６ ８９％

国際社会の先駆けとなる健康長寿社会の実現 ７ ８８４ ７ ７０３ ８０％

世界に先駆けた次世代インフラの整備 １５ ５７１ １５ ２７８ ４９％

地域資源を‘強み’とした地域の再生 １５ ３１３ １５ ２２５ ７２％

東日本大震災からの早期の復興再生 ２６ ２９８ ２６ ２３５ ７９％

３５ ７１４ ３４ ４９４ ６９％ ８５％

●アクションプラン対象施策の概算要求額及び予算額

●イノベーション環境創出重点施策の概算要求額及び予算額

※ 科学技術関係予算のうち、大学等に係る予算（運営費交付金等）を除いて試算。
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科学技術関係予算の重点化（第４期科学技術基本計画）⑦
ー 平成２７年度予算要求 ー

資源配分方針

• ５つの政策課題（ ①クリーンで経済的なエネルギーシステムの実現、②国際社会の先駆けとなる健康長寿社会の実現、③世界に先

駆けた次世代インフラの構築、④地域資源を活用した新産業の育成、⑤東日本大震災からの早期の復興再生）を重点対象として設
定。

• 科学技術イノベーションの環境創出のための９つの重点的取組について、施策の目的や期待する効果を同じくする施策群をパッケー
ジ化し、予算を重点化。

（取組状況）

• ＡＰとして153施策（2,967億円）を特定（内訳は下表）。
• 上記ＡＰの他、科学技術イノベーションに適した環境の創出に重要と考えられる取組（37施策、674億円）を「パッケージ化対象施策」と

して特定。

●アクションプラン対象施策の概算要求額及び予算額

Ｈ２７年度概算要求 Ｈ２７年度当初予算案 （参考）措置率

施策数
要求・要望額
（億円）（①）

施策数
予算額

（億円）（②）
ＡＰ対象施策

（②／①）
全体平均※

計 １５３ ２，９６７ １５３ ２，４９４ ８４％ ８３％

クリーンで経済的なエネルギーシステムの実現 ４５ １，０３０ ４５ ９２６ ９０％

国際社会の先駆けとなる健康長寿社会の実現 ５０ １，２１７ ５０ １，０６１ ８７％

世界に先駆けた次世代インフラの構築 ４４ ６６９ ４４ ４８０ ７２％

地域資源を活用した新産業の育成 １１ ９６ １１ ７６ ７９％

東日本大震災からの早期の復興再生 ２４ ３６４ ２４ ２９４ ８１％

３７ ６７４ ３４ ４８３ ７２％ ８３％

●イノベーション環境創出パッケージ化対象施策の概算要求額及び予算額

※ 科学技術関係予算のうち、大学等に係る予算（運営費交付金等）を除いて試算。
注 合計は、再掲分を除いて計上。 15



第1期
科学技術
基本計画

（H8～12年）

第2期
科学技術
基本計画

（H13～17年）

第3期
科学技術
基本計画

（H18～22年）

第4期
科学技術
基本計画

（H23年～）

S56年
科学技術振興
調整費 創設

H13年度 総合科学技術会議 発足

H23年度
科学技術戦略推進費 創設

・事業仕分け等の指摘を踏
まえ、大学等の研究機関
単位の人材育成等につい
ては、総科の政策誘導の
下、担当府省で実施可能
との観点から、「若手研究
養成」、「女性研究者支
援」等のプログラムを文科
省別事業に移行

H25年度
・行政事業レビューの指

摘等を踏まえ、政策立
案調査等に重点化。

・継続の研究開発プロ
グラムを文科省の別事
業に移行

H21年度
「革新的技術
推進費」
（60億円）創設
（単年度限り）

科学技術振興調整費 科学技術戦略推進費

H19年度

文科省事業
としてWPIの
創設

科学技術振興調整費、科学技術戦略推進費の推移

単位：億円

H22年度
・文科省行政事業

レビュー、事業仕
分け

・「当初意図された
役割を果たしてお
らず廃止すべき」、
「継続事業終了時
点をもって廃止」
等の指摘

H24年度
文科省行政事業レビュー
・「緊急対応のための予備

費や補正予算があるこ
とを踏まえ、改善すべ
き」、「類似の事業との関
係を整理すべき」等の指
摘
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H26年度
科学技術イノベーション
創造推進費（５００億円）
の創設
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科学技術振興調整費、科学技術戦略推進費の実施内容の推移

平成23～24年度 戦略推進費 （70億円）
※額は24年度予算額

○ 重要政策課題への戦略的対応等
（政策立案調査、自然災害対応等）

（5.7億円）

○ 社会システム改革と研究開発の一体的
推進プログラム（24年度は継続のみ） （30.3億円）

○科学技術国際戦略推進プログラム
（一部を除いて継続） （2.5億円）

○アジア・アフリカ科学技術協力の戦略的
推進 （継続のみ） （15.6億円）

○地域再生人材創出拠点の形成
（継続のみ） （12.9億円）

平成22年度 振興調整費 （296億円）

○ 重要政策課題への機動的対応
（政策立案調査、自然災害対応等）

（８億円）

○ 社会システム改革と研究開発の
一体的推進プログラム （２０億円）

○ アジア・アフリカ科学技術協力の
戦略的推進 （２４億円）

○ 地域再生人材創出拠点の形成
（２７億円）

○ 若手研究養成システム改革
（１１１億円）

○ 女性研究者支援システム改革
（２０億円）

○ 先端融合領域イノベーション創出
拠点の形成（継続のみ） （６７億円）

○ 文部科学省の別事業として実施
（173億円）
※額は23年度予算額

平成25年度 戦略推進費（4.5億円）

○重要政策課題への戦略的対応等
（4.5億円）

（総合科学技術会議が司令塔・総合
調整機能を発揮し、科学技術イノ
ベーション政策を戦略的に推進する
ための政策立案調査等）

○文部科学省の別事業として実施
（48億円）

大学等の研究機関単位の人材育成等の科学技
術システム改革については、総合科学技術会議
の政策誘導の下、担当府省で実施可能

科学技術イノベーション政策を戦略的
に推進するための調査等に重点化

※この他、重要課題解決型研究推進（22年度で
終了、10億円）、評価の実施等（9億円））

※この他、評価の実施等（2.5億円））
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